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三田市指定地域密着型三田市指定地域密着型三田市指定地域密着型三田市指定地域密着型サービスのサービスのサービスのサービスの事業事業事業事業のののの人員人員人員人員、、、、設備及設備及設備及設備及びびびび運営運営運営運営にににに関関関関するするするする基準基準基準基準

をををを定定定定めるめるめるめる条例等条例等条例等条例等のののの一部改正一部改正一部改正一部改正のののの概要概要概要概要（（（（骨子骨子骨子骨子））））についてについてについてについて    

 

 

１１１１    一部改正一部改正一部改正一部改正のののの趣旨趣旨趣旨趣旨    

  介護保険法施行規則等の一部を改正する省令による指定地域密着型サービスの事業の

人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３４号）及び指定地域密

着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サー

ビスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省

令第３６号）の一部改正に伴い本条例を改正しようとするもの。 

 

 

２２２２    改正改正改正改正するするするする条例条例条例条例    

 （１）三田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定め

る条例 

 

（２）三田市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定

地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する

基準を定める条例 

 

   ※上記２条例については、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図

るための関係法律の整備に関する法律」（平成２３年法律第１０５号）により、介

護保険法が一部改正され、市の条例により定める必要性が生じたため、平成２５

年４月１日に施行したもの。 

 

 

３３３３    関係法令関係法令関係法令関係法令    

上記（１）の関係法令 

・介護保険法第７８条の４  

・指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準 

（平成１８年厚生労働省令第３４号） 

上記（２）の関係法令 

・介護保険法第１１５条の１４ 

・指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基

準                （平成１８年厚生労働省令第３６号） 
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４４４４    改正内容改正内容改正内容改正内容    

 （１）対象サービス 

サービス種別 市内施設数 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 － 

認知症対応型通所介護（介護予防含む） １事業所（共用型） 

小規模多機能型居宅介護（介護予防含む） ２事業所 

認知症対応型共同生活介護（介護予防含む） ４事業所 

地域密着型特定施設入居生活介護 － 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

（ユニット型含む） 

－ 

複合型サービス ⇒27 年 4 月から 

「看護小規模多機能型居宅介護」に改称 

－ 

 

（２）改正の内容（主なもの） 

                        定期巡回・随時対応型訪問介護看護    

      【第６条第５項関係】 

・午後６時から午前８時までのオペレーターとして充てることができる施設等につ

いて、「併設する施設等」に加え、「同一敷地内」を追加する。 

      【第２３条第２項関係】 

・外部評価について、自らその提供するサービスの質の評価(自己評価)を行うが、

「定期的に外部の者による評価を受けて」、それらの結果を公表するという規定か

ら定期的に外部の者による評価を受けての部分が削除された。 

【第３２条第２項関係】 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所のうち一体型事業所における訪問看護

サービスの一部を他の訪問看護事業所との契約に基づき、当該訪問看護事業所に

行わせることを可能とする。 

  

認知症対応型通所介護（介護予防含む） 

【第６３条第４項関係】【予防…第７条第４項関係】    

・認知症対応型通所介護事業所の設備を利用して、介護保険制度外の夜間及び深夜

のサービス(宿泊サービス)を実施している事業所について、市に対して届出を求

める仕組みとする。 

【第６５条第１項関係】【予防…第９条第１項関係】 

・共用型認知症対応型通所介護の利用定員について、１施設３人以下から１ユニッ

ト３人以下に見直す。 
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      小規模多機能型居宅介護(介護予防含む) 

【第８２条第６項関係】【予防…第４４条第６項関係】 

・小規模多機能型居宅介護事業所の看護職員が兼務可能な施設について、「併設する

施設等」に加え、「同一敷地内」を追加するとともに、介護老人福祉施設や介護老

人保健施設等を加える。 

【第８３条第１項関係】【予防…第４５条第１項関係】 

・小規模多機能型居宅介護事業所の管理者が総合事業の訪問型サービスや通所型サ

ービス等の職務と兼務することを可能とする。 

【第８５条第１項関係】【予防…第４７条第１項関係】 

・小規模多機能型居宅介護の登録定員を２５名以下から２９名以下とする。 

【第８５条第２項関係】【予防…第４７条第２項関係】 

・通いサービスに係る利用定員を１８名以下とすることを可能とする。 

【第９１条第２項関係】【予防…第６６条第２項関係】 

・外部評価について、自らその提供するサービスの質の評価(自己評価)を行うが、

「定期的に外部の者による評価を受けて」、それらの結果を公表するという規定か

ら定期的に外部の者による評価を受けての部分が削除された。 

 

認知症対応型共同生活介護（介護予防含む） 

【第１１３条第１項関係】【予防…第７４条第１項関係】 

・現行では１又は２と規定されているユニット数の標準について、新たな用地確保

が困難である等の事情がある場合は３ユニットまで差し支えないことを明確化す

る。 

 

地域密着型特定施設入居生活介護 

【第１３５条関係】 

・事業者が介護報酬を代理受領する要件として、有料老人ホームのみ国民健康保険

団体連合会に対して入居者の同意書の提出を義務づけていたが、老人福祉法の改

正により、前払金を受領する場合、その算定根拠を書面で明らかにすることが義

務づけられたことから、本要件は削除する。 

 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

【第１５１条第８項関係】 

・サテライト型地域密着型介護老人福祉施設の本体施設として認められる対象につ

いて、現行の指定介護老人福祉施設等に加え、指定地域密着型介護老人福祉施設

を追加する。 

 

複合型サービス 

【目次、第１９０条ほか関係】 

      ・名称を複合型サービスから看護小規模多機能型居宅介護に改称する。 
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【第１９４条第１項関係】 

      ・登録定員を２５名以下から２９名以下とする。 

【第１９４条第２項関係】 

・通いサービスに係る利用定員を１８名以下とすることを可能とする。 

【第１９６条第２項関係】 

・外部評価について、自らその提供するサービスの質の評価(自己評価)を行うが、

「定期的に外部の者による評価を受けて」、それらの結果を公表するという規定か

ら定期的に外部の者による評価を受けての部分が削除された。 

 

 

５５５５    施行日施行日施行日施行日    

         平成２７年４月１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


